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1. 海洋投入処分をしようとする一般水底土砂の特性 

1-1 一般水底土砂の物理的特性 

弊社の浚渫箇所は、国土交通省の浚渫している河川信濃川の一部であり、国土交  

通省の浚渫箇所から数十メートルしか離れていないこと、浚渫土砂は、上流から流

れてくる同様の堆積物であること及び廃棄物の排出海域が全く同じであることから

一部項目において国土交通省のデータを引用している。  

    水底土砂の形態は、シルト・粘土分が90％以上のスラリー状態で含水比の高い土 

砂である。  

 

(1) 浚渫区域の底質調査 

国交省において一般水底土砂の物理的特性の把握方法は、年に 1 回浚渫区域に設

定した代表点 5 地点から試料を採取し、分析を行うことを基本として調査が実施さ

れており、その結果は次のとおり。 

平成 23 年度～平成 28 年度に実施した粒度組成の調査地点は図 1-1 に、調査結果

は表 1-1 及び図 1-2 に示すとおりである。調査地点は、海域の沿岸漂砂等の影響を

受ける河口付近に 2 地点（No.2、No.3）、通船川が合流し浚渫範囲内で最も多く堆

積する可能性がある中央部分に 1 地点（No.5）、土砂の堆積量が多く信濃川本川の

影響を受ける河口奥部に 2 地点（No.7、No.8）を設定している。 

浚渫区域の土砂の性状は、全地点を通じてシルト・粘土分が 41.9～99.9％であり、

延べ地点数 30 地点に対して 23 地点で 78.2～98.2％であり、5 地点中 4 地点で 90％

以上と高い割合を示している。河口付近（No.2）では砂分が多いが、河口奥部（No.8）

では常にシルト・粘土分が多くなっている。これは、河口奥部（No.8）では流速低

下や凝集により河川の懸濁物質が沈降し、河口付近（No.2、No.3）では海洋からの

漂砂の影響により砂分が供給されているためと考えられる。ただし、各地点の粒度

組成は一定ではなく年によっては No.3、No.5 の粒径が細かくなっていることから、

信濃川の流況や海況により水底土砂の移動状況や沈降する場所が変化している可能

性が考えられる。 

なお、平成 23 年度はシルト・粘土分が多くなっており、直近の出水としては平成

23 年 7 月の新潟・福島豪雨がある。 

全地点を通じて含水比は、55.8%～139.7%であり、水分を多く含んだ状態であった。 

 

    ここで本申請の水底土砂について考えると、 

①国交省の調査の No5 及び No7 の土砂は、シルト・粘土分が概ね 90％以上、

含水比が 102.1～174.4％の性状である。 

②本申請の水底土砂は、信濃川上流から流入堆積する土砂であり、一般的に

は上流から下流にかけて堆積する土砂の粒径は小さいくなると考えられる
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ため、No5 の上流側、No7 の下流側に位置する本申請の水底土砂も同程度の

粒度組成・含水比であると考えられる。 

      ③よって、本申請の水底土砂は、シルト・粘土分 90％以上と多く含水比の高

い土砂と考えられる。 
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「海図(W1197：新潟港付近)」（平成 23 年 8 月、財団法人日本水路協会）より作成 

図 1-1 底質調査地点 

（粒度組成） 

No.2 

地点番号 緯度（北緯） 経度（東経） 

No.2 37°57′15.4″ 139°04′05.9″ 

No.3 37°56′59.4″ 139°04′03.2″ 

No.5 37°56′27.9″ 139°03′53.0″ 

No.7 37°55′57.9″ 139°03′38.6″ 

No.8 37°55′48.1″ 139°03′35.3″ 

 

No.5 

No.7 

No.8 

No.3 

●：底質調査地点 
 

□：ドラグサクション船による浚渫範囲 

□：グラブ浚渫船＋土運船による浚渫範囲 
 
【調査実施日】 
平成 23 年 9 月 15 日  平成 24 年 9 月 18、19 日 
平成 25 年 9 月 3 日  平成 26 年 9 月 4 日 
平成 27 年 9 月 4 日  平成 28 年 9 月 8 日 

浚渫区域 

前回排出海域 

排出海域 

弊社浚渫箇所  
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表 1-1(1) 浚渫区域の底質調査結果（粒度組成）：平成 23 年度 

項目 単位 
西港港内 

No.2 No.3 No.5 No.7 No.8 

粒 
度 

組 
成 

分類 － 細粒土 細粒土 細粒土 
砂まじり 
細粒土 

細粒土 

礫分（2mm～75mm） ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

砂分（0.075～2mm） ％ 0.4 0.5 0.8 5.8 0.1 

シルト分（0.005～0.075mm） ％ 34.4 29.0 38.7 40.9 54.9 

粘土分（0.005mm未満） ％ 65.2 70.5 60.5 53.3 45.0 

シルト・粘土分 ％ 99.6 99.5 99.2 94.2 99.9 

含水比 ％ 176.7 181.2 174.4 138.4 189.2 

調査実施日：平成 23 年 9 月 15 日 

 

表 1-1(2) 浚渫区域の底質調査結果（粒度組成）：平成 24 年度 

項目 単位 
西港港内 

No.2 No.3 No.5 No.7 No.8 

粒 

度 
組 
成 

分類 － 
砂 質 

細粒土 
細粒土 

砂まじり 

細粒土 
細粒土 

砂まじり 

細粒土 

礫分（2mm～75mm） ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

砂分（0.075～2mm） ％ 15.4 2.6 5.7 4.7 5.0 

シルト分（0.005～0.075mm） ％ 38.7 38.6 35.1 43.1 45.3 

粘土分（0.005mm未満） ％ 45.9 58.8 59.2 52.2 49.7 

シルト・粘土分 ％ 84.6 99.4 94.3 95.3 95.0 

含水比 ％ 104.3 137.7 119.3 102.1 122.5 

調査実施日：平成 24 年 9 月 18、19 日 

 

表 1-1(3) 浚渫区域の底質調査結果（粒度組成）：平成 25 年度 

項目 単位 
西港港内 

No.2 No.3 No.5 No.7 No.8 

粒 
度 
組 

成 

分類 － 
砂 質 
粘性土 

砂 質 
粘性土 

粘性土 粘性土 粘性土 

礫分（2mm～75mm） ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

砂分（0.075～2mm） ％ 58.1 44.0 2.4 0.7 0.3 

シルト分（0.005～0.075mm） ％ 27.9 37.9 65.6 66.7 67.0 

粘土分（0.005mm未満） ％ 14.0 18.1 32.0 32.6 32.7 

シルト・粘土分 ％ 41.9 56.0 97.6 99.3 99.7 

含水比 ％ 60.5 76.2 143 154 174 

調査実施日：平成 25 年 9 月 3 日 

 

表 1-1(4) 浚渫区域の底質調査結果（粒度組成）：平成 26 年度 

項目 単位 
西港港内 

No.2 No.3 No.5 No.7 No.8 

粒 

度 
組 
成 

分類 － 粘性土 
砂混じり 
粘性土 

砂 質 
粘性土 

粘性土 粘性土 

礫分（2mm～75mm） ％ 0.0 0.0 0.3 0.0 0.0 

砂分（0.075～2mm） ％ 3.5 12.1 31.0 2.1 1.2 

シルト分（0.005～0.075mm） ％ 64.1 58.2 45.9 65.2 65.7 

粘土分（0.005mm未満） ％ 32.4 29.7 22.8 32.7 33.1 

シルト・粘土分 ％ 96.5 87.9 68.7 97.9 98.8 

含水比 ％ 93.0 139 121 155 200 

調査実施日：平成 26 年 9 月 4 日 
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表 1-1(5) 浚渫区域の底質調査結果（粒度組成）：平成 27 年度 

項目 単位 
西港港内 

No.2 No.3 No.5 No.7 No.8 

粒 

度 
組 
成 

分類 － 
砂 質 

細粒土 
細粒土 

砂まじり 

細粒土 

砂まじり 

細粒土 
細粒土 

礫分（2mm～75mm） ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

砂分（0.075～2mm） ％ 31.9 3.8 8.5 7.7 4.1 

シルト分（0.005～0.075mm） ％ 52.4 62.9 56.4 60.1 60.1 

粘土分（0.005mm未満） ％ 15.7 33.3 35.1 32.2 35.8 

シルト・粘土分 ％ 68.1 96.2 91.5 92.3 95.9 

含水比 ％ 62.8 127.1 120.8 124.7 172.4 

調査実施日：平成 27 年 9 月 4 日 

 

表 1-1(6) 浚渫区域の底質調査結果（粒度組成）：平成 28 年度 

項目 単位 
西港港内 

No.2 No.3 No.5 No.7 No.8 

粒 
度 

組 
成 

分類 － 
砂 質 
粘性土 

砂混じり 
粘性土 

砂混じり 
粘性土 

砂混じり 
粘性土 

粘性土 

礫分（2mm～75mm） ％ 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

砂分（0.075～2mm） ％ 21.8 6.7 6.3 6.1 1.8 

シルト分（0.005～0.075mm） ％ 52.0 62.1 62.4 62.5 65.7 

粘土分（0.005mm未満） ％ 26.2 31.2 31.3 31.4 32.5 

シルト・粘土分 ％ 78.2 93.3 93.7 93.9 98.2 

含水比 ％ 55.8 111.2 121.0 131.6 139.7 

調査実施日：平成 28 年 9 月 8 日 
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図 1-2 粒度組成 

  

：粘土分 ：シルト
分 

：砂分 ：礫分 

【凡例】 
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1-2 一般水底土砂の化学的特性 

1-2-1 水底土砂に係る判定基準項目 

(1) 浚渫区域の底質 

一般水底土砂の化学的特性の把握方法は、浚渫区域の試料を採取し、分析を行う

ことを基本とした。 

平成29年 6月に実施した浚渫区域の水底土砂に係る判定基準項目の調査地点は図

1-3 に、調査結果は表 1-3 及び表 1-4（1）～（11）に示すとおりである。弊社の浚

渫区域は、水深が 4～5ｍであり、浚渫深度が 0.5～1.5ｍ程度である。 

「港湾における底質ダイオキシン類対策技術指針（改訂版）」（国土交通省港湾

局、平成 20 年 4 月）によると、概況調査の場合、「約 1km2 ごとに採泥地点を設け

るのが望ましい。」とされており、弊社の毎年の浚渫区域における浚渫区域の面積

は約 3,000～5,000m2 であることから同指針に準ずると採泥地点は 1 地点となる。以

上を踏まえて、その年の浚渫区域における 2 地点を調査することで浚渫範囲の状況

を確認できると判断したものである。 

ダイオキシン類については、平成 12 年 1 月にダイオキシン類対策特別措置法が施

行されたことをうけ、水底の底質の汚染に係る環境基準が新たに平成 14 年 9 月 1

日から施行された。これに伴い港湾整備あるいは維持のための浚渫の実施にあたっ

て環境基準を超える底質が確認された場合、その対策を講ずることが必要となった。

その後、海洋汚染及び海上災害の防止に関する法律施行令の一部を改正する政令が

平成 15 年 10 月に施行され、ダイオキシン類を含む水底土砂の排出方法に関する規

定が追加されたことを受けて、調査を実施している。 

 

1-2-2 判定基準項目に係る有害物質以外の有害物質 

一般水底土砂の判定基準項目に係る有害物質以外の有害物質の把握方法は、その

年に実施した浚渫区域の水底土砂から２ヵ所の試料を採取し、分析を行うことを基

本とした。採取箇所は、図 1-3 のとおり。 

「廃棄物海洋投入処分の許可の申請に関し必要な事項を定める件」(平成 17 年 9

月環境省告示第 96 号)に示されているクロロフォルム及びホルムアルデヒドについ

て、平成 25 年度～平成 28 年度に実施した調査地点は図 1-3 に、調査結果は表 1-3

に示すとおりである。 

溶出試験の結果、調査地点における土砂の性状は、全ての年度、全ての項目で判

断基準値以下であった。表 1-3 に示す通り。 

以上のことから、海洋環境汚染の観点から注意を要するものではないと考えられ

る。 
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1-2-3 その他の有害物質等 

(1) 溶出試験 

一般水底土砂のその他の有害物質等の把握方法は、その年に実施した浚渫区域の

水底土砂から２ヵ所の試料を採取し、分析を行うことを基本とした。 

浚渫区域におけるその他の有害物質等の溶出試験として、陰イオン界面活性剤、

非イオン界面活性剤、ベンゾ(a)ピレン及びトリブチルスズ化合物の 4 物質について

調査を実施している。 

陰イオン界面活性剤、非イオン界面活性剤、ベンゾ(a)ピレン及びトリブチルスズ

化合物は、水産資源を保護することを目的として設定されている水産用水基準のう

ち当該水底土砂に含有されている可能性が考えられる物質であることから調査項目

として選定した物質である。 

平成 25 年度～平成 28 年度に実施したその他の有害物質等（溶出試験）の調査地

点は図 1-3 に、調査結果は表 1-3 に示すとおりである。 

 

調査の結果、調査地点における土砂の性状は、全ての年度、全ての項目で海洋汚

染等及び海上災害の防止に関する法律施行令第 5 条第 1 項に規定する埋立場所等に

排出しようとする金属等を含む廃棄物に係る判定基準を定める省令（昭和 48 年総理

府令第 6 号）に規定する基準値(以下「基準値」という。)の目安以下であった。 

以上のことから、海洋環境汚染の観点から注意を要するものはないと考えられる。 

 

(2) 含有量試験 

一般水底土砂その他の有害物質等（含有量）の把握方法は、その年に実施した浚

渫区域の水底土砂から２ヵ所の試料を採取し、分析を行うことを基本とした。 

浚渫区域におけるその他の有害物質等の含有量試験として、水銀、PCB、有機塩素

化合物、ダイオキシン類、ベンゾ(a)ピレン及びトリブチルスズ化合物の 6 物質につ

いて調査を実施した。 

平成 25 年度～平成 28 年度に実施したその他の有害物質等（含有量試験）の調査

地点は図 1-3 に、調査結果は表 1-3 に示すとおりである。 

含有量試験の結果、水銀、PCB、有機塩素化合物及びダイオキシン類は、全ての年

度、地点、採泥層において基準値を満足していた。 

以上のことから、海洋環境汚染の観点から注意を要するものはないと考えられる。 

   表 1-3 に示す通り。 
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表 1-4（1） 浚渫区域の底質調査結果(サンプル１) 
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    表 1-4（2） 浚渫区域の底質調査結果（サンプル２）  
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    表 1-4（3） 浚渫区域の底質調査結果（サンプル３） 
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表 1-4（4） 浚渫区域の底質調査結果（サンプル４） 
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    表 1-4（5） 浚渫区域の底質調査結果（サンプル５） 
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    表 1-4（6） 浚渫区域の底質調査結果（平成 27 年 5 月 22 日採取）  
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    表 1-4（7） 浚渫区域の底質調査結果（平成 28 年 4 月 25 日採取）  
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    表 1-4（8） 浚渫区域の底質調査結果（サンプル８）  
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表 1-4（9） 浚渫区域の底質調査結果（サンプル９）  
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表 1-4（10） 浚渫区域の底質調査結果（サンプル 10）  
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表 1-4（11） 浚渫区域の底質調査結果（サンプル 11）  
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1-3 一般水底土砂の生化学的及び生物学的特性 

弊社の浚渫箇所は、国交省の浚渫している河川信濃川の一部であり、国交省の浚

渫箇所から数十メートルしか離れていないこと、浚渫土砂は、上流から流れてくる

同様の堆積物であること及び廃棄物の排出海域が全く同じであることから国土交通

省のデータを引用している。  

 

1-3-1 有機物質量 

国交省では、一般水底土砂の生化学的特性の把握方法は、年 2 回浚渫区域に設定

した代表点 9 地点から試料を採取し、分析を行うことを基本として調査を実施して

おり、その結果は以下の通り。 

国交省が平成 23 年度～平成 28 年度に実施した有機物質量の調査地点は図 1-13

に、調査結果は表 1-15 に示すとおりである。No.1～6 については浚渫深が 50cm 程

度であることから表層の性状を把握し、上流部については堆積傾向がみられ、浚渫

深度が 1～2m 程度であることから、No.7、8、9 の 3 地点については表層から 1.0～

1.5m の深部についても性状の把握を行っている。 

浚渫区域の土砂の化学的酸素要求量（COD）は 5.1～52.6mg/g、全有機炭素（TOC)

は 7.26～32.3mg/g、強熱減量は 3.0～13％、硫化物は 0.03～3.7mg/g と値に幅がみ

られた。 

有機物質量については、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」（平成 25 年 1 月、

日本水産資源保護協会）に示された基準値である COD：20mg/g、硫化物：0.2mg/g

と比較した。比較した結果、基準値を超える値が見られた。 

 

ここで本申請の浚渫の範囲の土砂について見ると、国交省の調査の No5、No6 及び

No7 の土砂は、化学的酸素要求量（COD）が 13.0～39.4 mg/g、全有機炭素（TOC）が

11～25.6 mg/g、強熱減量が 5.1～11.7 ％、硫化物が 0.02～3.70 mg/g と値に幅が

見られた。また、有機物質量は「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月

日本水産資源保護協会)に示された基準値を超える値がみられる性状である。 

    本申請の水底土砂は、信濃川上流からの流入により堆積する土砂であり、No5～

No7 と同程度に位置していることから、水底土砂の有機物質量は概ね同程度である

と考えられる。このため、本申請の水底土砂についても、COD が水産用水基準を超

える土砂であると考えられる。  
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「海図(W1197：新潟港付近)」（平成 23 年 8 月、財団法人日本水路協会）より作成 

図 1-13 浚渫区域の底質調査

地点（有機物質量） 

●：底質調査地点（表面のみ） 
○：底質調査地点（表面＋深部） 
   注)表面から 1.0～1.5ｍの深部 
□：ドラグサクション船による浚渫範囲 
□：グラブ浚渫船＋土運船による浚渫範囲 

【調査実施日】 
平成 23 年 9 月 15 日  平成 24 年 1 月 11、12 日 
平成 24 年 9 月 18、19 日 平成 25 年 1 月 8 日 
平成 25 年 9 月 3 日  平成 26 年 1 月 16 日 
平成 26 年 9 月 4 日  平成 27 年 1 月 14 日 
平成 27 年 9 月 4 日  平成 28 年 1 月 8 日 
平成 28 年 9 月 8 日 

No.1 

No.2 

No.4 

No.5 

No.6 

No.7 

No.8 

No.9 

No.3 

地点番号 緯度（北緯） 経度（東経） 

No.1 37°57′30.9″ 139°04′12.2″ 

No.2 37°57′15.4″ 139°04′05.9″ 

No.3 37°56′59.4″ 139°04′03.2″ 

No.4 37°56′43.4″ 139°03′59.6″ 

No.5 37°56′27.9″ 139°03′53.0″ 

No.6 37°56′11.9″ 139°03′48.0″ 

No.7 37°55′57.9″ 139°03′38.6″ 

No.8 37°55′48.1″ 139°03′35.3″ 

No.9 37°55′39.4″ 139°03′32.7″ 

浚渫区域 

前回排出海域 

排出海域 

弊社浚渫箇所  
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表 1-15(1) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 23 年 9 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.2 7.1 7.1 6.8 6.8 7.2 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 15.3 14.1 14.9 16.5 18.3 20.7 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.1 － 9 9 － 11 － 

強熱減量 % － 0.1 9.1 9.4 9.3 9.9 9.7 9.7 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.01 － 0.07 0.06 － 0.04 － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 － 84 77 － 97 － 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.2 7.7 7.5 7.5 7.3 7.3 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 23.2 29.4 31.1 27.7 40.4 31.0 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.1 13 － 18 － － － 

強熱減量 % － 0.1 9.3 9.7 11.0 9.8 12.0 10.0 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.01 0.60 － 0.12 － － － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 59 － 18 － － － 

調査実施日：平成23年9月15日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 

 

表 1-15(2) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 24 年 1 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.7 7.7 7.7 7.6 7.4 7.5 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 11.6 16.5 21.7 17.3 17.3 17.0 

強熱減量 % － 0.1 5.6 7.6 7.9 7.8 7.6 7.9 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.01 － 0.05 0.06 － 0.37 － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 － 230 220 － 210 － 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.6 7.9 7.5 7.8 7.5 7.7 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 22.6 34.3 22.5 30.3 21.7 35.2 

強熱減量 % － 0.1 7.2 8.2 6.9 8.5 6.9 9.1 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.01 1.50 － 0.35 － － － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 210 － 190 － － － 

調査実施日：平成24年1月11、12日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 
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表 1-15(3) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 24 年 9 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.4 7.1 7.1 7.1 6.9 7.2 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 11.8 22.9 26.7 27.5 26.6 31.4 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 － 11 13 － 13 － 

強熱減量 % － 0.1 6.5 6.6 7.8 7.7 8.0 8.7 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.02 － 0.81 1.1 － 1.2 － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 － 140 35 － 130 － 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.1 7.4 7.3 7.6 7.4 7.3 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 24.5 37.6 36.0 28.8 52.6 41.0 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 13 － 16 － － － 

強熱減量 % － 0.1 7.1 8.3 8.4 7.2 9.9 8.0 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.02 1.3 － 1.6 － － － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 110 － 84 － － － 

調査実施日：平成24年9月18、19日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 

 

表 1-15(4) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 25 年 1 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.7 7.9 7.5 7.6 7.3 7.6 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 31.2 23.6 27.2 25.2 20.6 36.7 

強熱減量 % － 0.1 7.4 6.8 8.6 8.7 7.2 9.9 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.7 7.8 7.7 7.6 7.5 7.5 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 31.8 39.4 27.3 24.5 30.7 44.3 

強熱減量 % － 0.1 8.6 8.6 9 8 7 11 

調査実施日：平成25年1月8日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 
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表 1-15(5) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 25 年 9 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.1 7.0 7.2 7.2 7.2 7.0 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 5.2 9.0 11.8 29.5 27.9 27.9 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 － 7.26 9.07 － 14.9 － 

強熱減量 % － 0.1 3.0 4.0 4.9 8.6 7.7 8.7 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.02 － 0.03 0.46 － 2.04 － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 － 91 88 － 68 － 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 6.9 7.2 6.1 7.2 7.1 7.1 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 24.1 25.2 30.9 31.0 32.5 34.9 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 14.1 － 17.3 － － － 

強熱減量 % － 0.1 8.2 7.9 9.3 9.2 9.1 9.2 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.02 0.27 － 0.12 － － － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 32 － 119 － － － 

調査実施日：平成25年9月3日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 

 

表 1-15(6) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 26 年 1 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 8.0 7.8 7.8 7.9 7.7 7.6 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 8.6 31.8 17.3 22.6 20.4 22.6 

強熱減量 % － 0.1 5.6 9.9 7.9 7.6 7.9 8.0 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.6 7.7 7.5 7.6 7.5 7.5 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 23.8 23.5 19.9 26.8 18.0 28.8 

強熱減量 % － 0.1 7.4 7.5 6.2 7.7 5.2 7.9 

調査実施日：平成26年1月16日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 
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表 1-15(7) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 26 年 9 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.1 7.5 7.2 7.3 7.3 7.2 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 7.4 19.2 30.7 27.6 20.9 31.1 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 － 11.7 14.8 － 12.1 － 

強熱減量 % － 0.1 3.5 6.4 7.3 7.3 5.6 7.9 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.02 － 0.50 0.79 － 0.80 － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 － 58 77 － 77 － 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.7 7.2 7.2 7.7 7.3 7.4 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 26.3 27.5 38.9 25.6 35.6 30.3 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 14.5 － 17.7 － － － 

強熱減量 % － 0.1 8.0 7.8 9.1 7.5 9.2 8.5 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.02 0.76 － 0.31 － － － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 76 － 46 － － － 

調査実施日：平成26年9月4日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 

 

表 1-15(8) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 27 年 1 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 8.1 7.9 7.9 7.9 7.7 7.5 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 12.2 42.7 34.6 32.9 26.5 29.0 

強熱減量 % － 0.1 4.9 10.8 9.4 10.7 7.9 8.6 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.6 8.0 7.6 7.8 7.6 7.6 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 26.6 30.1 29.3 30.0 21.3 33.7 

強熱減量 % － 0.1 8.2 8.5 7.4 8.6 5.6 8.3 

調査実施日：平成27年1月14日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 
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表 1-15(9) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 27 年 9 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.9 7.6 7.4 7.2 7.2 7.4 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 5.1 15 20 20 26 23 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 － 12 19 － 15 － 

強熱減量 % － 0.1 3.6 6.0 8.6 8.9 7.6 9.4 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.02 － 0.36 1.2 － 3.7 － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 － -2 -8 － -93 － 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.3 7.4 7.3 7.4 7.5 7.2 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 20 24 30 22 37 18 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 16 － 24 － － － 

強熱減量 % － 0.1 8.3 8.8 11.9 9.1 11.9 6.5 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.02 1.2 － 0.38 － － － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 +32 － -22 － － － 

調査実施日：平成27年9月4日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 

 

表 1-15(10) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 28 年 1 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.9 7.7 7.5 7.4 7.3 7.3 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 8.2 14 16 19 13 27 

強熱減量 % － 0.1 5.2 6.1 7.8 13 5.1 9.9 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.5 7.7 7.4 7.6 7.4 7.5 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 25 19 27 25 30 31 

強熱減量 % － 0.1 9.3 8.4 9.1 9.6 8.8 10 

調査実施日：平成28年1月8日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 
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表 1-15(11) 浚渫区域の底質調査結果（有機物質量）：平成 28 年 9 月 

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.1 No.2 No.3 No.4 No.5 No.6 

表面 表面 表面 表面 表面 表面 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.3 7.4 7.5 7.5 7.5 7.5 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 7.1 21.9 31.4 29.7 36.4 36.4 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 － 16.4 19.6 － 21.5 － 

強熱減量 % － 0.1 3.9 5.8 9.5 8.7 10.5 10.9 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.01 － 0.45 0.93 － 2.26 － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 － -103 -292 － -307 － 

          

項目 単位 基準値 
定量 

下限値 

No.7 No.8 No.9 

表面 深部 表面 深部 表面 深部 

水素イオン濃度(pH) － － 0.1 7.5 7.7 7.5 7.5 7.4 7.5 

化学的酸素要求量

(CODsed) 
mg/g 乾泥 20 以下 0.1 37.8 24.4 44.3 30.5 43.4 36.9 

全有機炭素(TOC) mg/g 乾泥 － 0.05 25.6 － 32.3 － － － 

強熱減量 % － 0.1 11.7 8.1 13.0 9.4 13.6 12.3 

硫化物 mg/g 乾泥 0.2 以下 0.01 1.31 － 0.36 － － － 

酸化還元電位(ORP) mV － 1 -265 － -267 － － － 

調査実施日：平成28年9月8日 

注）1.基準値は、「水産用水基準 7 版（2012 年版）」(平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会)である。 

2.下線は、基準値（水産用水基準）を上まわった検体である。 

3.No.7～No.9では表層（海底表面から約0.0～0.5mの深さ）及び深部（海底表面から約1.0～1.5mの

深さ）で採泥した。 
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1-3-2 底生生物 

国交省が行った事前影響評価では、浚渫区域の底生生物の把握方法は、年に 1 回

（隔年で年に 3 回）浚渫区域に設定した代表点 1 地点から試料を採取し、解析を行

うことを基本として調査を実施しており、その結果は以下の通り。 

国交省が平成 23 度～平成 28 度に実施した底生生物の調査地点は図 1-14 に、調査

結果は表 1-16 及び図 1-15 に示すとおりである。 

国交省が実施した監視の結果によれば、影響想定海域内における底生生物の生息

が確認されていることから、これまでの浚渫範囲全体の底質は、生物が生息できな

い環境ではなかったと考えられる。 

国交省が実施する海洋投入処分の排出海域と同じ海域に、これまでも本申請と同

じ浚渫範囲で浚渫した土砂を処分してきている。このため、これまで処分してきた

土砂については生物毒性はなかったと考えられ、同範囲を浚渫して発生する今回海

洋投入処分しようとする土砂についても、浚渫範囲の周辺環境に変化はなく、土砂

の供給源に変化はないことから、生物毒性はないと考えられる。また、今回海洋投

入処分しようとする土砂については、以下の通り国交省が調査した土砂と同程度の

底生生物の生息状況であると考えられる。 

出現種類数は 2～17 種類であり、分類群別にみると環形動物門が多く確認された。 

個体数は、3～186 個体/0.15m2 の範囲にあった。 

 

  1-3-3 有害プランクトン 

    浚渫区域において、有害プランクトンによる赤潮の発生はこれまで確認されてい

ないことから、浚渫土砂中のシスト量についての確認は行っていない。 
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「海図(W1197：新潟港付近)」（平成 23 年 8 月、財団法人日本水路協会）より作成 

●：調査地点 
 
□：ドラグサクション船による浚渫範囲 

□：グラブ浚渫船＋土運船による浚渫範囲 

   注)Sta.6 と一般水底土砂の底質調査の No.5 は同一地点 
     である。 
【調査実施日】 
平成 23 年 5 月 17、18 日、8 月 17 日、10 月 12 日 
平成 24 年 8 月 28、29 日 
平成 25 年 5 月 28 日、8 月 21 日、11 月 15、16 日 
平成 26 年 8 月 20、21 日 
平成 27 年 5 月 19 日、8 月 28 日、10 月 15 日 
平成 28 年 8 月 25、26 日 
 

図 1-14 浚渫区域の底生生物 

（マクロベントス）調査地点 

Sta.6 

地点番号 緯度（北緯） 経度（東経） 

Sta.6 37°56′27.9″ 139°03′53.0″ 

 

浚渫区域 

前回排出海域 

排出海域 

弊社浚渫箇所  
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表 1-16(1) 浚渫区域の底生生物（マクロベントス）調査結果：平成 23 年度 

項目 ／ 調査地点 
Sta.6 

春季 夏季 秋季 

種類数 

軟体動物門 2 1 - 

環形動物門 3 1 1 

節足動物門 1 1 - 

棘皮動物門 2 - 1 

その他 2 - - 

合計 10 3 2 

個体数 

(個体／0.15m2) 

軟体動物門 18 1 - 

環形動物門 4 1 4 

節足動物門 6 1 - 

棘皮動物門 2 - 1 

その他 2 - - 

合計 32 3 5 

個体数 

組成比 

(％) 

軟体動物門 56.3 33.3 - 

環形動物門 12.5 33.3 80.0 

節足動物門 18.8 33.3 - 

棘皮動物門 6.3 - 20.0 

その他 6.3 - - 

 

湿重量 

(g／0.15m2) 

軟体動物門 1.76 0.01 - 

環形動物門 0.09 + + 

節足動物門 0.04 + - 

棘皮動物門 1.91 - 0.10 

その他 0.02 - - 

合計 3.82 0.01 0.10 

湿重量 

組成比 

(％) 

軟体動物門 46.1 100.0 - 

環形動物門 2.4 + + 

節足動物門 1.0 + - 

棘皮動物門 50.0 - 100.0 

その他 0.5 - - 

主な出現種 

(個体／0.15m2(％)) 

ｼｽﾞｸｶﾞｲ        16(50.0) 

ｶｸﾚｶﾞﾆ科     6(18.8) 

ｼｽﾞｸｶﾞｲ         1(33.3) 

ｵﾄﾋﾒｺﾞｶｲ科 

                1(33.3) 

Jassa 属        1(33.3) 

Priosospio属 

           4(80.0) 

ｲｶﾘﾅﾏｺ科     1(20.0) 

調査実施日:春季：平成23年5月17、18日  夏季：平成23年8月17日  秋季：平成23年10月12日 
注）主な出現種は各調査地点の出現個体数の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。 
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表 1-16(2) 浚渫区域の底生生物（マクロベントス）調査結果：平成 24 年度 

項目 ／ 調査地点 
Sta.6 

夏季 

種類数 

軟体動物門 2 

環形動物門 2 

節足動物門 - 

棘皮動物門 - 

その他 - 

合計 4 

個体数 

(個体／0.15m2) 

軟体動物門 7 

環形動物門 8 

節足動物門 - 

棘皮動物門 - 

その他 - 

合計 15 

個体数 

組成比 

(％) 

軟体動物門 46.7 

環形動物門 53.3 

節足動物門 - 

棘皮動物門 - 

その他 - 

 

湿重量 

(g／0.15m2) 

軟体動物門 0.48 

環形動物門 0.05 

節足動物門 - 

棘皮動物門 - 

その他 - 

合計 0.53 

湿重量 

組成比 

(％) 

軟体動物門 90.6 

環形動物門 9.4 

節足動物門 - 

棘皮動物門 - 

その他 - 

主な出現種 

(個体／0.15m2(％)) 

ｼｽﾞｸｶﾞｲ            6(40) 

ｵﾄﾋﾒｺﾞｶｲ科      4(26.7) 

ﾌｻｺﾞｶｲ科          4(26.7) 

調査実施日:夏季：平成24年8月28、29日 
注）主な出現種は調査地点の出現個体数の上位5種（ただし、種

別組成比が10％以上）を示す。 
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表 1-16(3) 浚渫区域の底生生物（マクロベントス）調査結果：平成 25 年度 

項目 ／ 調査地点 
Sta.6 

春季 夏季 秋季 

種類数 

軟体動物門 - 2 1 

環形動物門 3 4 2 

節足動物門 3 3 - 

棘皮動物門 - 1 - 

その他 1 2 1 

合計 7 12 4 

個体数 

(個体／0.15m2) 

軟体動物門 - 18 1 

環形動物門 3 20 9 

節足動物門 182 4 - 

棘皮動物門 - 1 - 

その他 1 2 1 

合計 186 45 11 

個体数 

組成比 

(％) 

軟体動物門 - 40.0 9.1 

環形動物門 1.6 44.4 81.8 

節足動物門 97.8 8.9 - 

棘皮動物門 - 2.2 - 

その他 0.5 4.4 9.1 

 

湿重量 

(g／0.15m2) 

軟体動物門 - 0.54 0.01 

環形動物門 0.23 0.07 0.09 

節足動物門 0.50 + - 

棘皮動物門 - 0.02 - 

その他 31.21 0.16 0.01 

合計 31.94 0.79 0.11 

湿重量 

組成比 

(％) 

軟体動物門 - 68.4 9.1 

環形動物門 0.7 0.1 81.8 

節足動物門 1.6 - - 

棘皮動物門 - 0.0 - 

その他 97.7 20.3 9.1 

主な出現種 

(個体／0.15m2(％)) 
Corophium属   160(86.0) 

Sthenelais属   16(35.6) 

ｼｽﾞｸｶﾞｲ      12(26.7) 

ﾁﾖﾉﾊﾅｶﾞｲ     6(13.3) 

Cirriformia属 

           7(63.6) 

ｸｼｶｷﾞｺﾞｶｲ    2(18.2) 

調査実施日:春季：平成25年5月28日  夏季：平成25年8月21日  秋季：平成25年11月15、16日 
注）主な出現種は調査地点の出現個体数の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。 
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表 1-16(4) 浚渫区域の底生生物（マクロベントス）調査結果：平成 26 年度 

項目 ／ 調査地点 
Sta.6 

夏季 

種類数 

軟体動物門 4 

環形動物門 9 

節足動物門 3 

棘皮動物門 - 

その他 1 

合計 17 

個体数 

(個体／0.15m2) 

軟体動物門 27 

環形動物門 38 

節足動物門 3 

棘皮動物門 - 

その他 2 

合計 70 

個体数 

組成比 

(％) 

軟体動物門 38.6 

環形動物門 54.3 

節足動物門 4.3 

棘皮動物門 0.0 

その他 2.9 

 

湿重量 

(g／0.15m2) 

軟体動物門 0.78 

環形動物門 0.32 

節足動物門 0.03 

棘皮動物門 - 

その他 + 

合計 1.13 

湿重量 

組成比 

(％) 

軟体動物門 69.0 

環形動物門 28.3 

節足動物門 2.7 

棘皮動物門 - 

その他 + 

主な出現種 

(個体／0.15m2(％)) 

ｼｽﾞｸｶﾞｲ           18(25.7) 

Pseudopolydora属   10(14.3) 

Tharyx 属           10(14.3) 

調査実施日:夏季：平成26年8月20、21日 
注）主な出現種は調査地点の出現個体数の上位5種（ただし、種

別組成比が10％以上）を示す。 

 

  



 

 - 36 - 

表 1-16(5) 浚渫区域の底生生物（マクロベントス）調査結果：平成 27 年度 

項目 ／ 調査地点 
Sta.6 

春季 夏季 秋季 

種類数 

軟体動物門 1 4 3 

環形動物門 7 2 7 

節足動物門 1 - 5 

棘皮動物門 2 - 1 

その他 - - 1 

合計 11 6 17 

個体数 

(個体／0.15m2) 

軟体動物門 3 5 34 

環形動物門 59 2 47 

節足動物門 1 - 21 

棘皮動物門 2 - 1 

その他 - - 1 

合計 65 7 104 

個体数 

組成比 

(％) 

軟体動物門 4.6 71.4 32.7 

環形動物門 90.8 28.6 45.2 

節足動物門 1.5 0.0 20.2 

棘皮動物門 3.1 - 1.0 

その他 - - 1.0 

 

湿重量 

(g／0.15m2) 

軟体動物門 0.72 0.42 0.23 

環形動物門 0.61 0.02 0.88 

節足動物門 0.05 0.00 0.10 

棘皮動物門 - - 0.43 

その他 0.76 - + 

合計 2.14 0.44 1.64 

湿重量 

組成比 

(％) 

軟体動物門 33.6 95.5 14.0 

環形動物門 28.5 4.5 53.7 

節足動物門 2.3 0.0 6.1 

棘皮動物門 35.5 - 26.2 

その他 - - + 

主な出現種 

(個体／0.15m2(％)) 

Cossura属      32(49.2) 

ｼﾛｶﾞﾈｺﾞｶｲ科   16(24.6) 

ｼｽﾞｸｶﾞｲ       2(28.6) 

ﾁﾖﾉﾊﾅｶﾞｲ    1(14.3) 

ﾓﾓﾉﾊﾅｶﾞｲ    1(14.3) 

ｱｹｶﾞｲ     1(14.3) 

Ceratoneresis 属 1(14.3) 

ｷﾞﾎﾞｼｲｿﾒ科   1(14.3) 

ﾋﾒｶﾉｺｱｻﾘ     30(28.8) 

ｸｼｶｷﾞｺﾞｶｲ   16(15.4) 

ｿｺﾐｼﾞﾝｺ目   16(15.4) 

Polydora 属   12(11.5) 

調査実施日:春季：平成27年5月19日  夏季：平成27年8月28日  秋季：平成27年10月15日 
注）主な出現種は調査地点の出現個体数の上位5種（ただし、種別組成比が10％以上）を示す。 
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表 1-16(6) 浚渫区域の底生生物（マクロベントス）調査結果：平成 28 年度 

項目 ／ 調査地点 
Sta.6 

夏季 

種類数 

軟体動物門 1 

環形動物門 6 

節足動物門 1 

棘皮動物門 - 

その他 - 

合計 8 

個体数 

(個体／0.15m2) 

軟体動物門 1 

環形動物門 12 

節足動物門 1 

棘皮動物門 - 

その他 - 

合計 14 

個体数 

組成比 

(％) 

軟体動物門 7.1 

環形動物門 85.7 

節足動物門 7.1 

棘皮動物門 - 

その他 - 

 

湿重量 

(g／0.15m2) 

軟体動物門 0.24 

環形動物門 0.06 

節足動物門 0.06 

棘皮動物門 - 

その他 - 

合計 0.36 

湿重量 

組成比 

(％) 

軟体動物門 66.7 

環形動物門 16.7 

節足動物門 16.7 

棘皮動物門 - 

その他 - 

主な出現種 

(個体／0.15m2(％)) 

Polydora属            4(28.6) 

Tharyx 属              3(21.4) 

ﾓﾛﾃｺﾞｶｲ               2(14.3) 

調査実施日:夏季：平成28年8月25、26日 
注）主な出現種は調査地点の出現個体数の上位5種（ただし、種

別組成比が10％以上）を示す。 
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図 1-15 浚渫区域の底生生物（マクロベントス）の出現個体数割合 
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1-4 一般水底土砂の特性の総括 

(1) 物理的特性 

物理的特性については、シルト・粘土分が 90％以上で含水比が 102.1～174.4％程

度の土砂であると考えられる。 

 

(2) 化学的特性 

化学的特性については、平成 29 年 6 月に実施した 11 か所の分析の結果、水底土

砂に係る判定基準項目、判定基準項目に係る有害物質以外の有害物質、その他の有

害物質（溶出試験）は判定基準等の値以下であることが確認された。その他の有害

物質等（含有量試験）についても、全て基準値以下に収まっている。 

 

(3) 生化学的及び生物学的特性 

国交省が実施した調査結果に基づき生化学的特性については、化学的酸素要求量

(COD)は、13.0～39.4mg/g、全有機炭素(TOC)は、11.0～25.6 mg/g、強熱減量は、5.1

～11.7％、硫化物は 0.02～3.70 mg/g と同程度であり、COD については、「水産用

水基準 7 版（2012 年版）」（平成 25 年 1 月、日本水産資源保護協会）に示された

基準値と比較した結果、基準値を超える値が見られた。 

国交省が実施した調査に基づき生物学的特性については、浚渫区域の底生生物（マ

クロベントス）の出現種類数は 2～17 種類、分類群別にみると環形動物門が多く、

個体数は、3～186 個体/0.15 ㎡であり、生物毒性はないと考えられる。 

なお、本事業を実施する海域では、有毒プランクトンによる赤潮の発生はこれま

でに確認されていないことから、浚渫土砂中のシスト量についての確認は行ってい

ない。 

 

(4) まとめ 

上記(1)～(3)に示すように、今回海洋投入処分の対象とする浚渫土砂の性状に特

に問題はなく、海洋投入海域において海洋環境に影響を及ぼすような土砂ではない

と考えられる。 
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2. 事前評価項目 

本申請と同海域で海洋投入処分が行われている既許可（許可番号 17-002-02）の国交

省が実施する処分がある。申請として、国交省の申請がある。 

本申請と当該許可案件の複合的影響を考慮すると、当該海域では単位期間内の海洋投

入処分量が 10 万㎥を超え、平均堆積厚も 30 ㎝を超えることから、包括的評価を実施す

る。併せて、累積的影響も考慮して評価を行う。 

事前評価項目は表 2-1 に示すとおりである。 

 

表 2-1 事前評価項目 

区分  検討項目・内容（事前評価項目）  調査項目の選定  
①水環境  海水の濁り  ○  

海水の溶存酸素量  × 
海水の有機物の量・栄養塩類の量  × 
有害物質等による海水の汚れ  ○  

②海底環境  底質の粒径組成（粒度組成）  ○  
底質の有機物質の量  ○  
有害物質等による底質の汚れ  ○  
海底地形  ○  

③海洋生物  基礎生産量  ○  
魚類等遊泳動物の生息状況  ○  
海藻及び草類の生育状況  ○  
底生生物の生息状況  ○  

④生態系  干潟、藻場、サンゴ群落その他の脆弱な生態系
の状態  ○  

重要な生物種の産卵場又は生育場その他の海洋
生物の生育・生息にとって重要な海域の状態  ○  

熱水生態系その他の特殊な生態系の状態  ○  
⑤人と海洋  

との関わり  
海水浴場その他の海洋レクリエーションの場と
しての利用状況  ○  

海中公園その他の自然環境の保全を目的として
設定された区域の利用状況  ○  

漁場の利用状況  ○  
沿岸における主要な航路の利用状況  ○  
海底ケーブルの敷設、海底資源の探査又は掘削
その他の海底の利用状況  ○  

注）海水の溶存酸素量、海水の有機物の量・栄養塩類の量については、「浚渫土砂の熱しゃく

減量が 20％以上、かつ、閉鎖性の高い海域その他の汚染物質が滞留しやすい海域」ではな

いことから調査項目から除外している。 

 

 

 

 

 

 

 

 


